
技術戦略委員会での検討再開について

（諮問第22号「新たな情報通信技術戦略の在り方」）

令和6年10月10日
技術戦略委員会

資料182-2 



国立研究開発法人情報通信研究機構の次期中長期に向けた検討について １

１ 検討の目的

「第６期科学技術・イノベーション基本計画」や国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）の次期中長期目標等を見据え、
近年の社会情勢の変化、技術の進展及び市場の動向等を踏まえつつ、ICT分野で国、NICT等が取り組むべき重点研究開発分野・
課題及び研究開発、成果展開等の推進方策について検討を行う。

２ 主な検討項目・論点

（１）我が国が戦略的に推進すべき研究開発分野とNICTが重点的に研究開発等に取り組むべき技術領域
○ 2030年代を見据えた未来の社会像とその実現のためのキーテクノロジー
○ 諸外国との競争において我が国が強みを有する技術領域
○ 我が国として戦略的に推進すべき研究開発分野
○ 国・国研・大学・民間等の役割分担の下、NICTが重点的に取り組むべき技術領域 等

（２）NICTの社会実装機能・外部連携機能等
○ NICTにおける研究開発成果の社会実装機能の在り方
○ NICTの研究資金配分機関としての在り方
○ NICTにおける新技術に対応した研究人材の育成・確保の在り方
○ 我が国発の技術の社会実装を促進するためにNICTが果たすべき役割 等

３ 検討スケジュール

技術戦略委員会において検討を行い、令和７年５月頃を目途に報告案を提示。同年６月頃を目途に中間答申を希望。

令和３～７年度 令和８～１２年度

政府全体

総務省・ＮＩＣＴ

第６期科学技術・イノベーション基本計画 第７期科学技術・イノベーション基本計画

第５期中長期目標・計画 第６期中長期目標・計画



（参考）国立研究開発法人 情報通信研究機構（NICT） 概要 ２

 国立研究開発法人 情報通信研究機構（NICT）は、ICT分野を専門とする我が国唯一の公的研究機関

設立日 ： 平成16年４月１日 （旧（独）通信総合研究所（CRL）と旧通信・放送機構（TAO）が統合して発足）
役職員数： 理事長 徳田英幸（慶應義塾大学名誉教授）・理事５名・監事２名・職員1,438名 （令和6年1月現在）

所在地 ： 小金井市（本部）・横須賀市・神戸市・京都府精華町（けいはんな） 等

重点分野の研究開発等に加え、NICT法に基づく業務（標準電波の発射、宇宙天気予報等）を実施。
 NICT法を改正し、令和５年３月、民間・大学等による研究開発等を支援する恒久基金を設置（これまでの基金の予算額 合計1,161.4億円)

NICT: National Institute of Information and Communications Technology
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